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エーザイ株式会社｜会社概要
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会社名称

連結社員数

連結子会社数

本社

設立

売上高

エーザイ株式会社

11,067人

48社

1941年12月6日

東京都文京区小石川

7,418億円
※2023年度連結業績



エーザイ株式会社｜会社概要
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認知症

がん グローバル
ヘルス



エーザイ株式会社｜会社概要
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認知症領域におけるプラットフォームを構築し、
未病の段階から早期発見、早期支援まで一気通貫の仕組み化を目指す

のうKNOW®

治療薬

これらのツールは医療機器ではありません。医師などの医療関係者による診察および診断に代わるものではありません。



事例活用製品 のうKNOW®について
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国内外で広く使用されるCogstate Brife Battery
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本品は医療機器ではありません。医師などの医療関係者による診察および診断に代わるものではありません。



国内外で広く使用されるCogstate Brife Battery
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「のうKNOW」活用事例｜東京都足立区

7

検診スキームのその他のポイント

⚫ 対象を70歳に設定
70歳以降に認知症の推定有病率が急上昇することから、早期発見・早期
対応・予防を目的に、対象を70歳の区民としました。
足立区は他区に比べ高齢者人口が多いため、受け入れのキャパシティとの兼
ね合いも考慮し対象を絞りました。

⚫ 当社の強みである医療機関（医師会）と連携した取り組み
単に認知機能を測定するだけでなく、医師を含めた専門職へその場でご相談
できる本スキーム構築は、当社が製薬企業であるからこそできる連携体制であ
り、住民に対しても幅広くにニーズを満たすことができました。

⚫ 集団測定会に「のうKNOW」を導入（二次元コードも配布）
集団測定会を気軽に受けてもらうため、ゲーム感覚で脳の 健康度をチェックで
きる「のうKNOW」を採用しました。
また、集団測定会（令和5年度）の決定通知書に「のうKNOW」の二次元
コード付き案内チラシを同封し、検診前後に自宅等でもチェックを行えるように
しました。決定通知者のうち「のうKNOW」実施者は78名（39％）でした。

⚫ 医療的ニーズ／福祉的ニーズの確認・支援
検診では医療に関するニーズ（認知症やもの忘れの状況、身体的健康状態
等）だけでなく、福祉に関するニーズも確認し、検診後支援につなげます。

⚫ 「伴走支援制度」の活用
医師が必要と判断した場合は、受診者に足立区の「伴走支援制度」の利用
を勧め、区指定看護師による電話／家庭訪問での寄り添い支援につなげま
す（最長6カ月）。

本品は医療機器ではありません。医師などの医療関係者による診察および診断に代わるものではありません。



「のうKNOW」活用事例｜神奈川県厚木市
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アンケート結果

※引用：厚木市ホームページ



神奈川県との連携｜未病と未病産業施策
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神奈川県との連携｜ME-BYO BRAND「のうKNOW」認定
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2024年ME-BYO BRAND認定

※引用：神奈川県HP（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/mv4/cnt/f531787/p1078097.htm）

本品は医療機器ではありません。医師などの医療関係者による診察および診断に代わるものではありません。

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/mv4/cnt/f531787/p1078097.htm


地域での実証事例
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神奈川県ME-BYO BRAND認定 地域包括支援センター公民館の事業

アンケート結果

⚫ 2包括、累計18名

⚫ 平均年齢77歳

⚫ 操作性は50%が普
通・難しかったと回答

⚫ 83%が楽しかったと回
答

⚫ 94％がまた受けてみた
いと回答

⚫ 自分の身にも起こりえる
ことで、気になっていた。
疲れたけど、またやって
みたい。
という意見あり

◼ 神奈川県庁と協力し、フレイルや認知症の地域課題の解決を目的に、行政や地域と連携して実証事業を実施

本品は医療機器ではありません。医師などの医療関係者による診察および診断に代わるものではありません。



今後の展望
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✓ 神奈川県下において、エーザイ・神奈川県庁との連携により、地域住民へ脳の健康を知る・学ぶこ
との重要性を周知し、血圧や体重と同じように脳の健康度を測る文化を醸成してまいります。

✓ 上記取り組みは当社だけでは困難であるとも考えております。認知症プラットフォーム構築には他
産業との連携も重要と考えますので、既存の取り組みに認知機能の要素を組み入れる際など、
ぜひお声がけ下さい。
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